
平成28年度 普通交付税等について

（奈良県分・県内市町村分）

本日、総務省において平成28年度の普通交付税及び地方特例交付金等の交付額等

が決定され、閣議報告、了承されたところです。

本県の県分及び市町村分の交付額等及びその内容は、次のとおりです。

１．奈良県の普通交付税等算定結果 ・・・・・・ １

２．対前年度の主な増減要素 ・・・・・・ ５

３．県内市町村の状況 ・・・・・・ ６

（参考）地方財政計画における税収と普通交付税等の状況 ・・・・・・ ７

４．地方特例交付金算定結果 ・・・・・・ ８

（参考）歳入予算額に占める普通交付税等の割合 ・・・・・・ １０
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【　県　　　　　分　】

（単位：百万円、％）

平成２８年度 平成２７年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 普通交付税＋臨時財政対策債　 ア
180,285 183,144 ▲ 2,858 ▲ 1.6 ▲ 2.1

　基準財政需要額

（臨時財政対策債振替前）

イ 294,646 296,717 ▲ 2,071 ▲ 0.7 ▲ 0.6

　基準財政収入額 ウ
114,140 113,273 868 0.8 0.8

【　県内市町村分　】

（単位：百万円、％）

平成２８年度 平成２７年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 普通交付税＋臨時財政対策債　 ア 125,661 135,043 ▲ 9,382 ▲ 6.9 ▲ 6.0

　基準財政需要額

（臨時財政対策債振替前）

イ 274,199 279,359 ▲ 5,160 ▲ 1.8 ▲ 1.1

　基準財政収入額 ウ
148,328 144,025 4,303 3.0 2.3

※「普通交付税＋臨時財政対策債ア」と、「イ－ウ」の額の差は総務省調整額

※表示単位未満を四捨五入しているため、A-BとCが一致しない場合がある。

全国交付団体

平均増減率

全国交付団体

平均増減率
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平成２８年度普通交付税等の特徴について

１． 平成２８年度の地方財政計画においては、一般財源総額が前年度に比べ１，３０７億円（０．２％）の増

となったが、地方税等収入の増加が見込まれ、普通交付税と臨時財政対策債の合計は、７，８８２億円

（３．９％）の減少。

その内訳は、臨時財政対策債が７，３７０億円の大幅な減少となる一方で、普通交付税が５１２億円の

減少にとどめられた。

２． 「県分」について

平成２８年度当初予算では、普通交付税１，５１７億円、臨時財政対策債２７０億円を計上。

これに対し、今回の決定額は、普通交付税１，５３４億円、 臨時財政対策債２６８億円。

普通交付税 臨時財政対策債 合 計

予算額対比 ＋１７億円 ▲ ２億円 ＋１６億円 注）表示単位未満を四捨五入しているため、
前年度対比 ＋２８億円 ▲５６億円 ▲２９億円 （※） 合計は一致していない。

※ 前年度からの合計額の減少は、基準財政需要額が２１億円減少（歳出特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対策費」の

減等）、 基準財政収入額が９億円増加（配当割県民税や株式等譲渡所得割県民税の増等）したことによる。

３． 「市町村分」について

今回の決定額は、普通交付税１，０６７億円、臨時財政対策債１８９億円。

普通交付税 臨時財政対策債 合 計 注）表示単位未満を四捨五入しているため、
前年度対比 ▲４９億円 ▲４４億円 ▲９４億円 （※） 合計は一致していない。

※ 前年度からの合計額の減少は、基準財政需要額が５２億円減少（歳出特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対策費」の

減等）、基準財政収入額が４３億円増加（地方消費税交付金や配当割交付金の増等）したことによる。



税収と普通交付税等の状況（Ｈ２４～Ｈ２８）

普通交付税と臨時財政対策債の合計は、県分は６年続けて減少、市町村分は２年ぶりに減少。
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【 県 分 】 【 市町村分 】

普通交付税・臨財債は決定額(H24~27は当初決定額）。税収入は、H24～26は決算額、H27は最終予算額、H28は当初予算額。（表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。)
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２．対前年度の主な増減要素２．対前年度の主な増減要素２．対前年度の主な増減要素２．対前年度の主な増減要素

【 県 分 】

【 市町村分 】

区 分 主な増要素 主な減要素○社会保障の充実等（社会福祉費、高齢 ○地方財政計画の歳出特別枠（ 地域経基準財政需要額 「者福祉費等） 済基盤強化・雇用等対策費 ）の減の」○臨時財政対策債償還費 反映○包括算定経費（人口）○県民税（配当割） ○県民税（法人税割）基準財政収入額 ○県民税（株式等譲渡所得割） ○自動車税［※］○地方消費税
区 分 増 要 素 減 要 素○社会保障の充実等 高齢者保健福祉費 ○地方財政計画の歳出特別枠（ 地域経基準財政需要額 （ 、 「生活保護費） 済基盤強化・雇用等対策費 ）の減の」○臨時財政対策債償還費 反映○包括算定経費（人口）○その他の土木費○地方消費税交付金 ○市町村民税（所得割）基準財政収入額 ［※］○株式等譲渡所得割交付金 ○市町村民税（法人税割）○配当割交付金［※］地方消費税及び地方消費税交付金については、消費税増税の影響のほか、本県の要望等も踏まえ、国がより人口を重視した清算基準に見直したことにより、昨年度に引き続き、その効果が現れたもの。
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３．県内市町村の状況３．県内市町村の状況３．県内市町村の状況３．県内市町村の状況

(1) 平成８年度以降、市町村全てが交付団体となっている。

※ 参考 過去直近の不交付団体

平成７年度 生駒市

(2) 市町村別の普通交付税と臨時財政対策債の合計は、1団体で増加、３８団体で

減少している。

(3) 前年度との比較

① 増加した団体（１団体）

② 減少率の高い３団体

基準財政需要額のうち地域経済・雇用対策費の減、基準財政収入額のうち地

方消費税交付金、配当割交付金の増等

基準財政需要額のうち地域経済・雇用対策費、その他の土木費の減、基準財

政収入額のうち地方消費税交付金の増等

基準財政需要額のうち地域経済・雇用対策費、地域振興費（人口）の減等

・
王寺町 3.4 ％ 基準財政需要額のうち社会保障関係費（高齢者保健福祉費、保健衛生費等）の

増等

％
・ 生駒市 ▲13.0

・
安堵町 ▲10.6％

・
三宅町 ▲15.1％
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参考：地方財政計画における税収と普通交付税等の状況（Ｈ２４～Ｈ２８）参考：地方財政計画における税収と普通交付税等の状況（Ｈ２４～Ｈ２８）参考：地方財政計画における税収と普通交付税等の状況（Ｈ２４～Ｈ２８）参考：地方財政計画における税収と普通交付税等の状況（Ｈ２４～Ｈ２８）

（表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。)
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４．地方特例交付金算定結果４．地方特例交付金算定結果４．地方特例交付金算定結果４．地方特例交付金算定結果

（単位：百万円、％）

平成２８年度 平成２７年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100） 全国平均増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

520 507 13 2.5 3.7

780 760 20 2.7 3.7

県      分

市町村分

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除に伴う地方公共団体の減収を

補塡するために交付されるもの。

※表示単位未満を四捨五入しているため、A-BとCが一致しない場合がある。
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（単位：千円・％）平成２８年度 平成２７年度 増減額 増減率Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ（Ｃ／Ｂ×100）奈 良 県 520,230 507,436 12,794 2.5 奈 良 市 183,179 175,396 7,783 4.4 大 和 高 田 市 29,610 28,946 664 2.3 大 和 郡 山 市 49,530 46,638 2,892 6.2 天 理 市 33,651 33,107 544 1.6 橿 原 市 70,446 71,070 ▲ 624 ▲ 0.9 桜 井 市 30,431 28,732 1,699 5.9 五 條 市 9,410 9,146 264 2.9 御 所 市 5,309 4,832 477 9.9 生 駒 市 83,495 85,203 ▲ 1,708 ▲ 2.0 香 芝 市 64,540 67,426 ▲ 2,886 ▲ 4.3 葛 城 市 34,516 32,451 2,065 6.4 宇 陀 市 8,613 7,970 643 8.1 市 計 602,730 590,917 11,813 2.0 山 添 村 338 359 ▲ 21 ▲ 5.8 平 群 町 10,371 9,862 509 5.2 三 郷 町 19,614 19,085 529 2.8 斑 鳩 町 22,310 21,909 401 1.8 安 堵 町 3,748 3,880 ▲ 132 ▲ 3.4 川 西 町 6,447 5,721 726 12.7 三 宅 町 3,675 3,447 228 6.6 田 原 本 町 19,280 18,721 559 3.0 曽 爾 村 135 80 55 68.8 御 杖 村 57 99 ▲ 42 ▲ 42.4 高 取 町 2,906 3,274 ▲ 368 ▲ 11.2 明 日 香 村 986 1,303 ▲ 317 ▲ 24.3 上 牧 町 14,368 12,512 1,856 14.8 王 寺 町 24,894 21,946 2,948 13.4 広 陵 町 31,383 30,334 1,049 3.5 河 合 町 7,062 6,800 262 3.9 吉 野 町 678 616 62 10.1 大 淀 町 8,358 7,918 440 5.6 下 市 町 551 491 60 12.2 黒 滝 村 99 127 ▲ 28 ▲ 22.0 天 川 村 44 47 ▲ 3 ▲ 6.4 野 迫 川 村 0 0 0 -十 津 川 村 98 94 4 4.3 下 北 山 村 0 62 ▲ 62 皆減上 北 山 村 0 0 0 -川 上 村 83 115 ▲ 32 ▲ 27.8 東 吉 野 村 63 60 3 5.0 町 村 計 177,548 168,862 8,686 5.1 市 町 村 計 780,278 759,779 20,499 2.7 

平成２８年度 地方特例交付金 交付決定額平成２８年度 地方特例交付金 交付決定額平成２８年度 地方特例交付金 交付決定額平成２８年度 地方特例交付金 交付決定額市町村名



・普通交付税と臨時財政対策債を合わせ１，７８７億円

歳入に占める割合は３６．１％
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【 県 分 】

参考：歳入予算額に占める普通交付税等の割合参考：歳入予算額に占める普通交付税等の割合参考：歳入予算額に占める普通交付税等の割合参考：歳入予算額に占める普通交付税等の割合

・普通交付税と臨時財政対策債を合わせ１，２６２億円

歳入に占める割合は２２．９％（市町村分計）

・歳入に占める割合は団体によって大きく異なる。

最小：生駒市（１１．４％） 最大：上北山村（５６．３％）

【 市町村分 】


